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要旨： 本研究は、教員の多忙化により省察や協働が困難な現状に対し、個人の課

題解決行動を学校組織として支える「伴走型支援」の有用性を検討した実践

報告である。公立小学校において「全教員研修」「希望者への個別支援」「全

体での振り返り」の３段階の実践を行い、教員の変容を分析した。 

その結果、教員の課題解決行動は一様ではなく、支援へのニーズや行動変 

容のプロセスによって４つの類型（A〜D）に整理された。伴走型支援は、対  

話による課題の言語化や行動のスモールステップ化を通じ、教員が失敗を恐 

れず試行錯誤できる「熟達目標志向」の心理的条件を整える機能を持つこと 

が示唆された。また、個別支援を希望しない教員も、課題設定の枠組み共有 

により自律的に実践を深める傾向が確認された。これらを踏まえ、教員の状 

態に応じた柔軟な支援と、それを組織的に位置づける重要性を提言する。 
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教員の課題解決行動はいかに支えられるか 

―ミドルリーダーによる伴走型支援の実践とSCAT分析― 

飯田 和樹 

 

１ 課題設定の理由とその背景 

 近年の学校現場では、教員の多忙化が進行し、授業

改善や児童理解に関わる省察の時間を十分に確保する

ことが難しくなっている。文部科学省（2022）の教員

勤務実態調査においても、教員の業務量の多さや在校

時間の長さが依然として課題であることが示されてお

り、教員が日常の実践を立ち止まって振り返る余裕を

持ちにくい状況が続いている。 

このような教員個人の時間的制約を背景として、日

本の学校組織においては、文部科学省の各種答申や先

行研究において、教員の業務が学級や教科単位で完結

しやすく、実践上の悩みや課題が他者と共有されにく

い構造が指摘されている。実践校においても、業務の

多忙さから教員同士が実践や課題を語り合う機会は限

られており、課題が個人の内面に留まりやすい状況が

見受けられた。このような状況は、教員の専門性形成

や学校組織としての改善力に関わる課題を内包してい

ると考えられる。 

こうした課題を踏まえ、近年の教育研究や政策にお

いては、教員一人一人の主体的な学びを支えるととも

に、教員同士が実践や課題を共有し、対話を通して省

察を深める「教員の協働」の重要性が指摘されている。

しかし、教員の協働は、研修や会議の場を設定すれば

自然に成立するものではない。多忙な学校現場では対

話が表層化しやすく、また職場内の関係性や評価への

懸念から、教員が自身の課題を率直に語りにくい状況

も生じやすい。 

さらに、主任・主幹等の指導的立場の教員による関

わりが、助言や指導を中心としたものに偏った場合、

教員の主体的な省察や課題設定がかえって縮減される

可能性もある。このことから、教員の課題解決行動を

支える方略として、解決策の提示や一斉的な指導に依

拠する方法には限界があると考えられる。 

以上を踏まえると、教員一人一人が抱える課題の多

様性や状態の違いに応じて、本人の課題を尊重しなが

ら、省察と試行を継続的に支える関わりが必要である

と考えられる。 

すなわち、解決策や改善方法を一方的に示すのでは

なく、教員自身の語りを起点として課題を整理し、日

常の実践の中で小さな試行を積み重ねていく過程に寄

り添うような支援の在り方が求められている。 

本実践では、このような継続的かつ個別的な関わりを

重視した支援の在り方に着目し、教員の課題解決行動

を支える実践に取り組むこととした。 

２ 研究対象校の状況 

 本研究の対象校は、中規模の公立小学校である。校

内には若手から中堅、ベテランまで幅広い経験年数の

教員が在籍しており、教員集団としての多様性が見ら

れる。一方で、学級経営、授業改善、校務分掌など、

教員一人一人が抱える課題の内容や、課題として捉え

ている焦点には幅があった。 

 この対象校では、校内研究や研修といった全体的な

学びの機会は一定程度確保されていたものの、これま

で教員個々の課題に焦点を当てて継続的に支援する仕

組みは十分に整っていなかった。研修時の記述や実践

者の参与観察から、自身の課題を明確に捉え、自立的

に改善に向かう教員がいる一方で、相談のきっかけを

持ちにくい様子が見受けられた。 

 また、日常業務の多忙さから、教員同士が実践につ

いてじっくりと語り合う時間を確保することが難しく、

課題が個人の内面に留まりやすい状況も見受けられた。

このような学校状況は、教員の成長を妨げるだけでな

く、学校組織としての内発的な改善力を十分に発揮で

きない要因になっていると考えられる。 

 以上を踏まえ、教員の多様な状態を前提とした支援

の構造を設計していくこととした。 

３ 先行研究 

３−１ 教員の協働をめぐる研究の動向 

近年、教員の専門性形成や学校改善をめぐる研究に

おいては、教員一人一人の力量向上を個人の努力に委

ねるのではなく、教員同士の協働を通して学びを深め

ていく視点が重視されている。教員の学びは個人内で

完結するものではなく、実践を語り合い、他者の視点

を通して捉え直す過程で形成されるものであり、学校

組織として教員の協働をいかに支えるかが重要となる。 

佐藤（2023）は、教員が互いの授業を公開し検討し

合う協働的な省察の過程こそが、学校改善と教師の成

長を支える基盤であると論じている。また秋田（2008）

は、教師の学習を省察的対話を通した意味づけの再構

成過程として捉え、教員同士が実践や悩みを語り合う

ことが、新たな気付きや行動の変容につながることを

示している。これらの研究は、教員の協働が単なる情

報共有ではなく、専門性形成において本質的な意味を

もつ学習過程であることを明らかにしている。 

一方で、日本の学校組織は、教員の教育実践が学級

や教科単位で遂行される特性をもち、その結果として

実践上の課題や省察が個人に閉じやすい構造を内在し

ていることが指摘されてきた。佐古（2010）は、教育

活動に不可避的に伴う不確定性と教員の裁量性の高さ

に着目し、学校における実践が自己完結的に遂行され

やすい「個業化」の状態を概念化している。そして、

この個業化は、教員間の相互作用や実践知の共有を通

した協働的な改善を自動的には成立させにくい学校組

織の特性を示すものとされている。このように、教員

の協働の重要性は広く共有されている一方で、実際の

学校現場においてそれをどのように成立させ、継続さ



せていくかについては、なお課題が残されている。 

３−２ 教員の協働を支えるミドルリーダーの役割 

教員の協働を実質化するためには、単に研修や会議

の場を設定するだけでは不十分であり、教員同士の対

話や省察を支える存在が重要であるとされている。そ

の担い手として注目されてきたのが、主任教諭や主幹

教諭などのミドルリーダーである。 

西田・久我（2020）は、ミドルリーダーを、管理職

と教員を媒介し、教員同士の学びを支える存在として

位置づけている。ミドルリーダーは、学校組織の中核

として、教員一人一人の実践や課題に目を向けながら、

組織全体の学びを促進する役割を担うことが期待され

ている。 

しかし、ミドルリーダーによる関わりが助言や指導

に偏った場合、教員の主体的な省察や課題設定を阻害

する可能性も指摘されている（佐藤, 2023、秋田, 

2008）。教員が評価や指導を意識することで、自身の迷

いや試行錯誤を率直に語りにくくなり、協働が表層的

なものにとどまる危険性がある。この点において、ミ

ドルリーダーには、教員の主体性を損なわずに協働を

支える関わり方が求められている。 

３−３ 伴走型支援に関する研究と本実践の位置づけ 

こうした課題を踏まえ、近年注目されているのが、

対象者のプロセスに寄り添いながら継続的に関わる

「伴走型支援」（奥田・原田, 2021）である。 

この伴走型支援は、主に福祉や社会的支援の分野で

議論されてきた概念であり、支援者が対象者との関係

を一時的な助言や介入にとどめるのではなく、語られ

た課題や試行の過程を引き継ぎながら継続的に関与し

続ける点に特徴がある。このように、変化を長期的な

プロセスとして捉え、関係を保ち続けるという視点は、

教員の学びや成長を支える関わり方としても示唆に富

むものである。 

上記の整理から、教員の協働をめぐる研究では対話

や省察の重要性が指摘されてきた一方で、ミドルリー

ダーが教員の主体的な課題設定や行動をどのように支

えるのかについては、なお実践的な検討の余地がある

と考えられる。 

以上の先行研究を踏まえ、本実践では、教員に解決

策を直接提示するのではなく、対話を通して課題の言

語化や行動の具体化を支える「伴走型支援」に着目し

た。伴走型支援を、ミドルリーダーによる教員支援の

一つの在り方として捉え、全教員研修と個別支援を組

み合わせながら学校組織に位置づけることで、教員の

主体的な課題解決行動をいかに支え得るのかを検討す

る。 

４ 研究方法 

本研究では、伴走型支援を特定の教員に対する個別

的支援として行うだけではなく、学校組織全体に働き

かける実践として構想した。具体的には、①全教員を

対象とした課題の具体化を目的とする研修、②支援を

希望する教員への伴走型支援、③全教員での振り返り

と共有、という三段階の構成とし、教員一人一人の状

態に応じた支援と、学校全体の学びを往還させること

を意図した（図１）。 

 

（１）第一段階：全教員を対象とした課題の具体化を

目的とする研修 

 第一段階では、全教員を対象とした研修を実施し、

教員一人一人が自身の実践上の課題を具体化し、言語

化する時間を設定した。 

本研修では、個人での振り返りの時間と、少人数で

の対話の時間を組み合わせ、教員が安心して課題を語

ることができる雰囲気づくりを重視した。課題の内容

については、授業づくり、学級経営、校務分掌など多

岐にわたり、教員の経験年数や担当によって異なる様

相が見られた。 

 この段階は、伴走型支援を希望するか否かにかかわ

らず、すべての教員にとって自身の実践を見つめ直す

機会となることを意図しており、後続の個別支援に向

けた共通の土台づくりとして位置づけた。 

（２）第二段階：支援希望者への伴走型支援 

 第二段階では、第一段階の研修後に実施したアンケ

ートをもとに、支援を希望した教員に対して伴走型支

援を行った。支援は希望制とし、支援を受けるかどう

かは教員自身の意思に委ねた。これは、支援が評価や

指導と結びつくことを避け、教員の主体性と心理的安

全性を確保するためである。 

伴走型支援の対話は、授業の合間や放課後の時間を

活用し、１回あたり15〜30分程度の短時間の対話を基

本として継続的に行った。伴走者である実践者（筆者）

は、教員の話を丁寧に聴き、問いかけを通して思考を

整理することを重視した。これは、助言や解決策の提 

 

図１ 全体研修・個別支援・振り返りを往還する三段階の取組 

図２ GROWシート（後藤,2020実践を基に筆者が作成） 



示を前面に出すのではなく、教員自身の語りを起点と

することで、課題を外から与えられたものではなく、

自身の実践に根ざしたものとして再構成できると考え

たためである。面談の流れについては、GROWモデル

（Whitmore, J., 1992）を思考の枠組みとして意識し、

目標、現状、選択肢、次の行動を対話の中で整理する

ようにした。当初はGROWシートを用いて面談を行って

いたが、途中からは対話の円滑さを優先し、思考の枠

組みとして伴走者が活用する方法に切り替えた。 

 支援の過程では、数回の対話を通して自立的に課題

解決に向かう教員もいれば、節目ごとに伴走的な関わ

りが有効であった教員、継続的な対話を通して思考の

整理を支える必要があった教員など、支援の在り方に

は多様性が見られた。そこで、支援の頻度や関わり方

は一律とせず、教員の状況に応じて柔軟に調整した。 

（３）第三段階：全教員による振り返りと共有 

 第三段階では、全教員を対象に、本実践期間の取組

について振り返りと共有の場を設けた。振り返りでは、

支援を受けた教員だけでなく、支援を希望しなかった

教員も含め、各自がこの期間にどのような課題解決行

動を行ったのか、また、どのような気付きがあったの

かを共有した。これにより、教員同士が互いの取組か

ら刺激を受け、自身の実践を振り返る契機となること

を意図した。 

 この第三段階を通して、伴走型支援は個別の取組に

とどまるものではなく、学校組織全体で課題を捉え、

学び合う文化を育てるための一つの手立てとして位置

づけた。 

（４）記録・データの収集 

結果整理にあたっては、実践期間中に得られた以下

の記録を用いた。 

・全体研修：研修時の振り返り記述および研修後アン

ケート（自由記述を含む） 

・個別支援：支援希望者との面談（概ね３回、１回15

〜30分）について、面談直後に実践者が作成した要

点メモ（必要に応じて一部逐語化） 

・観察：授業場面・校務場面の参与観察記録（観察後 

に記録を作成） 

・全体振り返り：振り返りの自由記述（アンケート・ 

共有シート） 

以上の記録をもとに、支援希望者の状態の変化と、

伴走型支援を通して見られた特徴、学校組織全体の動

きを整理した。 

５ 研究結果 

本研究を通して見られた教員の課題解決行動と、そ

れに対する伴走型支援の働きを整理する。本実践では、

全教員研修、支援希望者への個別支援、全体での振り

返りといった複数の場面において教員の語りや行動を

観察したが、課題解決行動の現れ方や進み方には教員

ごとに違いが見られた。 

実践期間中に確認された事実として教員の課題解

決行動の違いを、個人の力量や意欲の差としてではな

く、担当や経験年数、日常業務の多忙さ、実践を振り

返り言語化してきた経験の違いによって生じる「状態

の差」として整理し、類型化を行った。類型化にあた

っては、教員の語り・課題の言語化・行動の具体化・

支援との関わり方を基準に、研修記述、面談記録、参

与観察、振り返りアンケートから四類型（A〜D）を整

理した。本類型は一般化を意図せず、支援の作用を検

討するための分析枠組みである。 

（１）教員の状態の類型化とその特徴 

本研究を通して、教員の課題解決行動には一様では

ない特徴が見られた。そこで、教員の語りや行動の変

化、支援への関わり方を基に、以下の四つの類型とし

て整理した（表１）。 

第一に、A類型（課題の具体化を契機に実践が立ち上

がる状態）である。この類型の教員は、課題意識自体

は内在しているものの、初期段階では比喩的・感覚的



な表現にとどまっていた。伴走者との対話を通して課

題が具体的かつ行動と結びつく水準へと明確化される

ことで、実践に向けた具体的な試行が始まり、その後

は自ら省察と実践を往還させながら改善を進めていく

様子が見られた。 

第二に、B類型（課題は明確だが行動が停滞する状態）

である。この類型の教員は、「どのような姿を目指した

いか」という願いや目標は比較的明確であったが、そ

れをどの行事や日常実践にどのようにつなげていくか

というプロセスの整理に課題を抱えていた。伴走的な

対話を通して、時間軸や行動の構造が整理されること

で、実践構想が具体化していく様子が確認された。 

第三に、C類型（課題意識は内在しているが、言語化

と焦点化が途上の状態）である。この類型の教員は、

自己の成長や役割に対する違和感や問題意識を複数語

るものの、課題が拡散しており、具体的な取組として

定まっていない状態にあった。継続的な対話を通して

語りを整理し、共通点や方向性をつないでいくことで、

課題が徐々に焦点化され、自ら取組の方向性を定めて

いく様子が見られた。 

第四に、D類型（個別の伴走支援を必要とせず、自力

で課題解決を進める状態）である。本実践では全教員

を対象とした研修および振り返りの場を設定していた

ことから、D類型は、伴走型支援を個別対話に限定せず、

学校組織全体に位置づけたことによって生じた間接的

な影響として整理した。この類型の教員は、伴走型支

援を希望していなかったが、第三段階の振り返りアン

ケートにおいて、授業や学級経営、校務における具体

的な工夫や試行が確認された。 

（２）類型ごとに見られた伴走型支援の働き 

A〜C類型の教員に対する伴走型支援では、関わり方

や頻度に違いはあるものの、共通して３つの働きが確

認された。以下では、課題への取り組み方を熟達目標

志向と遂行目標志向に区別する達成目標理論

（Nicholls, Dweck, Ames）の観点から、これらの働き

を整理する。 

第一に、課題の言語化・焦点化を支える働きである。

伴走者は解決策を提示するのではなく、問い返しを通

して教員自身の語りを整理し、「何に困っているのか」

「どこを変えたいのか」を言葉として明確にすること

を重視した。この関わりは、課題を評価や比較の対象

として捉えるのではなく、改善や試行の対象として捉

え直すことを可能にしていたと考えられる。達成目標

理論において、成長や理解そのものを重視する熟達目

標志向は試行錯誤を促進するとされており、課題の言

語化は、教員が熟達目標志向で課題に向き合うための

前提条件を整えていたと整理できる。 

第二に、行動を小さく具体化する働きである。伴走

型支援では、大きな理想や包括的な改善目標を掲げる

のではなく、「次に何を試すか」「今の実践の中で変え

られる点はどこか」といった実行可能な行動に焦点が

当てられていた。その結果、教員は失敗を過度に恐れ

ることなく試行を重ねていた。この点は、成果の成否

よりも過程を重視する熟達目標志向の特徴と整合して

おり、行動を小さく具体化する関わりが、試行を継続

するための心理的条件を整えていたと考えられる。 

第三に、熟達目標志向を維持する心理的条件として

の働きである。支援希望者の振り返りから、伴走型支

援は評価や指導の場というよりも、未完成な実践や迷

いを率直に言語化できる関係として受け止められてい

たことがうかがえた。これは、評価や失敗回避を重視

する遂行目標志向を抑え、試行錯誤を前提とした熟達

目標志向を保ちやすい心理的条件が成立していたこと

を示している。こうした条件が、教員が課題解決行動

を中断することなく継続することを支えていたと考え

られる。 

以上より、A〜C類型に見られた伴走型支援の働きは、

行動を直接的に生み出す要因というよりも、教員が熟

達目標志向で課題に向き合い、試行を継続するための

心理的条件を整える働きとして整理できる。 

（３）第三段階の振り返りから見られたD類型の特徴 

第三段階の全教員を対象とした振り返りでは、伴走

型支援を希望しなかった教員からも、多くの課題解決

行動に関する記述が報告された。回答には、「立ち止ま

って考えることの大切さを再認識した」「小さな工夫を

続けていきたい」といった内容が見られ、各自が自身

の課題を意識しながら実践を継続している様子がうか

がえた。 

これらの記述は、伴走型支援による直接的な効果と

いうよりも、課題設定と経過報告の枠組みが共有され

たことにより、教員が自身の課題と行動目標を具体的

にイメージできていた結果として整理できる。すなわ

ち、第三段階の振り返りは、新たな支援を受けなくと

も、教員が自らの課題を想起し、これまでの試行を継

続するための認知的な手がかりを再確認する機会とし

て機能していたと考えられる。 

このことから、D類型は伴走型支援の射程を拡張し

た結果として位置づけるのではなく、目標設定と経過

報告を通して、教員が課題解決行動を自律的に回すこ

とが可能になっていた自力走行型の状態として整理す

ることが妥当である。本実践において確認されたのは、

こうした状態が一時的に成立していた可能性であり、

その持続性や再現性については今後の検討課題として

位置づける必要がある。 

６ 考察 

本研究から、教員の課題解決行動は一様な過程をた

どるものではなく、特定の支援方法による直接的な効

果というよりも、教員の状態に応じて試行錯誤を継続

するための心理的条件が整えられていた結果として捉

えられる。 

この点について、A〜C類型の教員に共通して見られ

た結果は、達成目標理論の観点から解釈することがで

きる。達成目標理論では、課題への取り組み方を、成

長や理解そのものを重視する熟達目標志向と、評価や

比較、失敗回避を重視する遂行目標志向に区別して捉

える。本実践における伴走型支援では、教員の課題を



評価の対象として扱うのではなく、改善や試行の対象

として捉え直す関わりが行われていた。このことは、

教員が遂行回避的な目標志向に傾くことなく、熟達目

標志向のもとで課題に向き合うための条件が成立して

いた可能性を示している。 

具体的には、第一に、課題の言語化・焦点化を通し

て、教員が自身の実践を曖昧な不安や悩みとしてでは

なく、改善可能な対象として捉え直していた点が挙げ

られる。これは、課題を評価や失敗と結びつけて捉え

る遂行目標志向への偏りを抑え、試行錯誤を前提とし

た熟達目標志向で課題に向き合うための前提条件とし

て機能していたと考えられる。 

第二に、行動を小さく具体化する関わりを通して、

教員が過度な負担感や失敗への不安を抱くことなく試

行を重ねていた点である。達成目標理論において、熟

達目標志向は結果の成否よりも過程を重視し、学習行

動の継続と関連することが示されている。本実践にお

いても、行動を小さく具体化する関わりが、教員にと

って試行を継続しやすい心理的条件を整えていたと解

釈できる。 

第三に、評価や指導を前提としない関係性の中で、

未完成な実践や迷いを率直に語ることが可能となって

いた点である。これは、評価への懸念や失敗回避を重

視する遂行回避目標志向への傾斜を抑え、試行錯誤を

前提とした熟達目標志向を維持する心理的条件が成立

していたことを示唆している。これら三点を総合する

と、A〜C類型に見られた伴走型支援の働きは、教員の

行動を直接的に生み出す要因というよりも、教員が熟

達目標志向のもとで課題解決行動を継続するための条

件を整える関わりとして整理できる。 

一方、D類型に見られた課題解決行動については、伴

走型支援による直接的な効果として解釈することは適

切ではない。実践結果で示したように、D類型の教員は

個別の伴走型支援を受けていないにもかかわらず、課

題を意識しながら実践を継続していた。これは、課題

設定と経過報告の枠組みが共有されたことにより、教

員が自身の課題と行動目標を具体的にイメージできて

いた結果として捉えることが妥当である。すなわち、

D類型は伴走型支援の射程が拡張された結果ではなく、

目標設定の枠組みが内在化され、教員が自律的に課題

解決行動を回すことが可能となっていた自力走行型の

状態として位置づけられる。 

これらA〜D類型は、教員を固定的に分類することを

目的としたものではなく、教員がどのような状態にあ

り、どのような関わりが課題解決行動の継続につなが

り得るのかを捉えるための枠組みとして整理されたも

のである。 

以上の考察から、本研究の意義は、伴走型支援の有

効性そのものを示すことにとどまらず、教員の課題解

決行動が教員ごとに異なる状態のもとで展開されてい

たことを、A〜D類型として整理できた点にあると考え

られる。すなわち、教員の成長は単一の支援方法によ

って一様に促されるものではなく、自力で課題を回す

ことが可能な状態、定点的な振り返りによって行動が

意識化される状態、伴走的な関与によって課題や行動

のスモールステップ化が促される状態など、状態に応

じた支え方が存在していた。 

その中で、伴走型支援は、達成目標理論で示される

熟達目標志向のもとで、教員が試行錯誤を継続するた

めの心理的条件を整える関わりとして位置づけること

ができる。ただし、本実践では目標志向性を測定した

わけではなく、これらの解釈は結果を理論的知見と照

合したものであるため、本実践の範囲に限定して捉え

る必要がある。 

７ 今後の課題と展望 

明らかになった課題と限界を整理するとともに、今

後の伴走型支援の在り方について展望を述べる。 

第一に、本実践の限界として、実践期間および関与

の範囲に関する課題が挙げられる。本実践は限られた

期間の中で実施されたものであり、教員一人一人の課

題解決行動や状態の変化を長期的に追跡することはで

きていない。実践結果で整理した教員の類型について

も、実践期間中に見られた状態をもとに整理したもの

であり、時間の経過とともに教員の状態がどのように

変容していくのかについては、今後の検討課題として

残されている。 

第二に、伴走型支援の成立条件に関する実践上の課

題である。支援希望者が自発的に名乗り出る形で個別

支援を行ったが、同僚同士では課題や悩みを語りにく

い状況が生じ得ることや、支援者との相性によって支

援の受け止め方が異なる可能性については、十分に検

討することができていない。伴走型支援は、教員の内

省や課題の言語化を促す一方で、その成立には安心し

て語ることのできる関係性や場の条件が大きく影響す

るため、今後は支援が成立しやすい条件について、よ

り丁寧に検討していく必要がある。 

第三に、伴走型支援を誰が、どのように担うのかと

いう点に関する課題である。伴走型支援は、関わり方

を誤れば助言や指導が「評価」や「ダメ出し」として

受け取られ、教員の自律性や意欲を損なう危険性を併

せ持つ実践である。その意味で、伴走型支援は誰にで

も容易に担える実践ではないといえる。 

一方で、教員一人一人が常に自立的に課題解決を進

められるとは限らず、実践の過程において立ち止まり

や迷いを抱える場面も少なくない。そのような状況に

おいて、教員が孤立することなく課題に向き合い続け

るためには、教員集団の中核を担うミドルリーダー層

が、教員一人一人に寄り添い、安心して語ることので

きる関係性を支える役割が重要であると考えられる。 

重要なのは、ミドルリーダーが上下関係に基づく指

導や評価として関わるのではなく、教員が抱える課題

を本人のものとして尊重し、対話を通して省察と試行

を支える関係を築くことである。加えて、こうした支

援が特定の個人の資質や力量に依存すると継続性に限

界があるため、伴走的な関わり方を学校組織の中で共

有し、複数の関係性の中で教員の成長を支える体制と



して位置づけていく必要がある。以上の課題を踏まえ

ると、伴走型支援を特定の個人による特別な実践とし

て捉えるのではなく、学校組織全体にどのように位置

づけていくかという視点が重要である。本実践では、

全教員を対象とした研修や振り返りの場を通して、教

員一人一人が自身の課題に向き合い、一度立ち止まっ

て実践を振り返る機会を共有した。このような場を継

続的に設定することにより、個別の支援を希望しない

教員においても、自律的な課題解決行動を支える土台

が形成される可能性が示唆された。 

本実践は一校における取組ではあるが、伴走型支援

を「特別な支援技法」としてではなく、教員が立ち止

まり考え続けるための場や関係性の設計として捉える

視点は、他校においても応用可能な示唆を含んでいる

と考えられる。 

今後、伴走型支援を個別の対話の場に限定するので

はなく、日常的な関わりや校内研修の中に位置づけな

がら、教員一人一人が自身の課題を語り、考え続ける

ことができる環境づくりに取り組んでいきたい。その

際、できていることとできていないことの双方に目を

向け、教員の実践を一方的に方向づけるのではなく、

思考のプロセスを支える関わりを大切にしていくこと

を、本実践を踏まえた自身の実践の方向性としたい。 
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